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１．研究計画の概要 
 わが国において、近年、公教育の自由化・
多様化が進んでいるが、それらの政策の効果
を、個人や学校単位のミクロデータに基づい
て厳密に評価した研究は、ほとんど存在しな
い。本研究課題では、教育政策評価に関心を
持つ研究者の知見を結集し、義務教育と高等
学校の分析の中心として、諸外国に比べ研究
の蓄積が遅れている本分野の飛躍的な発展
を目指ざす。最終的に、ミクロデータと計量
経済学的手法を組み合わせた教育政策評価
の有用性を社会に発信し、今後のわが国の教
育政策の指針を示すと共に、教育経済学一般
に通じる新しい知見ももたらす。 
２．研究の進捗状況 
本研究課題申請時には、(1)高校、(2)小中学

校、(3)幼児・大学教育の３領域について、達
成すべき研究課題を提示した。また、従来、
本研究課題において克服すべき最大の課題
は、(4)データ蓄積と(5)現実の政策現場との連
携であると述べた。以下、これらの項目ごと
に研究の進展を説明する。 
(1) 高等学校教育政策の評価 
申請時の計画では、全国の高等学校を対象
にしたアンケート調査を行い、ここ数年の急
激な高等学校政策の変化が、地域の卒業生の
進学・就職、生徒の課外活動に与えた影響を
多面的に分析することとしていた。当初は、
４年計画の毎年調査を行うこととしていた
が、研究費の減額決定を受け、より効率の良
い調査に向けて見直しが行われた結果、研究
期間の１年目と３年目の２回調査を行うこ
とし、予定通り実施した。第 1回目調査の回
収率は 38%と予想よりも低かったが、この種
の調査としては十分な回収率となった。 
具体的な成果としては、赤林・荒木(2010)

で私立高等学校の授業料補助の効果を評価、
赤林・直井(校正中)で、入学試験制度の教育
効果を評価した。現在は引き続き調査データ
に基づき、進路指導の充実が生徒の職業選択
に与えた影響を分析している。 
(2) 義務教育における教育生産関数の計測 
申請時の計画では、小中学校の教育生産関

数の計測を行う、特に、市町村の教育委員会
と密接な協力関係を構築し、学校毎の教育資
源のデータも利用するとしていた。 
この課題に対しては、計画を上回る成果を

出しつつある。具体的には、小中学校におけ
る少人数学級政策の教育効果を計測するた
めに、TIMSS データを利用した分析（小塩
2010）に加え、３つの自治体（静岡県、横浜
市、和歌山県）の学力データに基づき、少人
数学級政策が学力にどのような影響を与え
るか、詳細な分析結果を得ることができた
（赤林・直井・佐野・他分析中）。これらに
より、従来欠落してきたクラスサイズ縮小の
教育効果の評価分析が、本科研費グループ内
で飛躍的に進んだことになり、大きな成果と
考えている。さらに、慶應義塾大学が共同利
用施設において収集を開始した「子ども特別
調査」を用いた分析も進めることができた。 
(3)  大学と幼児教育の役割の検討 
申請時の計画では、大学教育と幼児教育に

関しても、本課題の中でデータ整備と政策分
析を進めていくとしていた。実際には、この
課題のデータ収集・分析に関しては計画をや
や下回るペースで進んでいる。その理由は、
高校、小中学校に関するデータの収集と分析
が予想を超えたスピードで進み、小中高のデ
ータ整備に大きな時間を費やしたからであ
る。しかしながら、これは当初からの優先順
位の現れであり、妥当な範囲と考えている。 
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(4) 共通の教育データベースの構築 
申請時には、本研究課題では、各研究分担
者内で利用可能な共通のデータベースの構
築と政策情報の収集が、研究計画上のポイン
トであると述べた。まず、平成２年から１９
年までの高校の偏差値データベースを構築
した。また、都道府県への情報開示請求等の
利用により、小中学校の少人数学級政策や学
力テストの実施状況について把握できた。ま
た、全国小中学校の通学区域を、町村部を除
き電子データ化した。更に、教育データ共有
のためのウェブサイトも立ち上げ、入力の終
了したデータから、順次提供を始めた。 
(5) 自治体との連携と社会への情報発信 
ミクロ計量経済学的教育政策研究は実践
的であり、行政現場からのデータ提供とフィ
ードバックなしでは学術的な意義も向上し
ない。我々は、従来経済学者と接点がほとん
どなかった教育委員会にヒアリングを行い
学校現場も訪問した。そして、申請時に想定
した以上の成果を得られたと考えている。 
具体的には、香川、秋田、宮城、静岡、福
井、福岡、和歌山、仙台、高松の教育委員会
を訪問した。また、科研費をきっかけに、静
岡県と慶應義塾は、調査分析委託契約を結ぶ
に至った。委託契約終了後も、分析の成果に
基づく学術論文の執筆を続けており、本研究
課題の成果の一つになる予定である。 
また、2009 年に実施した高等学校調査デ
ータに基づく公開用リーフレット『アンケー
ト調査結果概要』を作成し、当初の計画通り、
第 2回目の調査票の送付の際に、第１回目調
査協力校には同封した。 
３．現在までの達成度 
おおむね順調に進展している。 
（理由） 
上で詳細に述べたように、高校政策の分析は
計画通りに進行、小中学校政策の分析は当初
の計画を上回る内容で進行、大学・幼児教育
の分析は計画をやや下回る内容で進行して
いる。全体としては順調と考えている。 
４．今後の研究の推進方策 
(1) 高等学校教育政策の評価 
現在進めている、学校内進路指導政策と卒
業生の進路に関する分析をさらに進める。ま
た、第 2回目の全国調査のデータ化が速やか
に行われるように努める。 
(2) 義務教育の教育生産関数の計測 
現在詳細な分析を行っている論文は本年
度中の学会発表を予定している。そこで詳細
なフィードバックを得た後、学術論文として
の出版を急ぐことにしている。 
(3) 大学と幼児教育の役割の検討 
大学教育に関しては、現在リバイスを再投
稿している論文があり、今年度中に出版した
い。また、幼児教育の効果に関する分析を論
文として完成させる。 

(4) 共通の教育データベースの構築 
 すでに構築済みのデータベースに、研究者
各自のデータをより広範に提供を受け、公表
していきたいと考えている。 
(5) 自治体との連携や社会への情報発信 
 現在分析中の小中学校の学級規模縮小の
効果の分析は、今年度から始まった小学１年
生の 35 人学級の評価と関連する成果となる
と考えられるので、分析結果は積極的に社会
に発信していきたい。 
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